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1 事業の概要

 

 

⑴  函南町公共下水道事業の概要 

函南町の公共下水道事業は、昭和51年度から汚水管渠の整備に着手し、昭和60年

10月から供用を開始しました。処理区は東部処理区と間宮処理区に分かれ、間宮処

理区は令和５年度に概ね整備が完了しています（間宮処理区における三島市整備分

を除く）。東部処理区は下水道使用料を函南町が徴収し、県に維持管理負担金を支

払い、狩野川東部浄化センターで汚水を処理しています。 

令和７年度末時点で 506.2haの整備を完了し、水洗化率は90.9％となっています。 

処理場は狩野川東部浄化センター（静岡県）と三島終末処理場（三島市）に接続

しています。また、マンホールポンプ場28か所と管渠115.6㎞を有しています。 

なお、今回料金改定の審議をお願いするのは東部処理区分となります。 

 

令和７年度末整備状況 

 
  

東部
処理区

間宮
処理区

合計 平均

①処理区域面積(ha) 下水道が整備されている面積 501.1 5.1 506.2

②行政区域内人口(人) 本町の人口 35,481 305 35,786

③処理区域内人口(人) 下水道が整備されている区域の人口 27,098 305 27,403

④水洗化人口(人) 下水道に接続している人口 24,638 284 24,922

⑤処理区域内人口密度
(人/ha)　(③/①)

下水道が整備されている区域1haあ
たりの人口

54.1 59.8 54.1

⑥処理人口普及率(％)
(③/②×100)

本町の人口のうち、下水道が整備さ
れている区域の人口

76.4 100 76.6

⑦水洗化率(％)
(④/③×100)

下水道が整備されている区域の人口
のうち、下水道に接続している人口
の割合

90.9 93.1 90.9

整備指標

 公共下水道は、家庭や事業から出る汚水を適切に処

理し、快適で衛生的な生活環境をつくるとともに、川

や海などの水環境を守る役割を担っています。 
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公共下水道事業施設の概要 

  （令和７年度末時点） 

処理施設 マンホールポンプ場  管渠延長 

０箇所 28 箇所 115.6 km 

 

 

函南町公共下水道事業 事業計画区域図 

 

 
※ 事業計画区域とは下水道法に基づく事業計画区域で、概ね５年に整備を実施する

区域を意味します。  

 
事業計画区域 

（578.7ha）令和６～10年度 
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⑵ 下水道の未普及対策事業 

  事業計画区域内で下水道が整備されていない地域に、下水道を整備して「下水道

を使える人口」を増やすため、下水道管の埋設、マンホールの設置工事等を実施し

ています。 

  

 
下水道管の埋設状況         マンホールの設置状況 

赤色･･･Ｒ８年度工事実施箇所 

黄色･･･Ｒ７年度工事実施箇所 

緑色･･･Ｒ９年度以降工事予定箇所 

灰色･･･整備済み箇所 
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⑶ 下水道の改築事業 

現在供用している施設を計画的かつ効率的に維持管理し、長寿命化やコストの最

適化を図るべく、ストックマネジメント計画を策定し、点検調査や修繕、改築を実

施しています。 

 

 
カメラ調査状況 

下水道管路内にテレビカメラを投入することで、モニター越しに異常がないかを確

認します。異常が発見された場合は、修理や改築の実施箇所として計上し、計画的に

更新や修理を行っていきます。 
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2 公営企業会計の仕組み 

⑴ 地方公営企業の適用と必要性について 

地方公営企業とは地方公共団体が経営する企業の総称です。 

◇経営状況により的確な把握可能 

 固定資産台帳の整備 

 複式簿記の導入の必須 

 財務諸表の作成 

※自らの経営成績や財政状態等の経営状況を正確に把握することができる。 

◇経営健全化 

 類似の公営企業や民間企業との比較ができる。 

 経営基盤の強化 

 財政マネジメントの向上 

◇住民サービスの向上 

 住民ニーズヘの迅速な対応が期待できる。 

 サービスの向上が期待できる。 

 

⑵ 地方公営企業法の財務について 

地方公営企業は、企業としての経済性を発揮すること、本来の目的である公

共福祉増進のため、一般会計と異なる民間企業会計に近い公営企業会計制度を

適用します。 

◇発生主義・複式簿記の採用 

●会計処理 

  公営企業会計（発生主義 複式簿記） 

  ※経済活動の発生に基づいて経理を行います。 

  ※官公庁会計（現金主義 単式簿記） 

  ※会計処理期間は毎年４月１日から翌年３月31日まで。 

◇経営成績を明らかにする 

 ●損益取引と資本取引の明確な区分 

  損益取引…管理運営に係る取引(3条予算） 

  資本取引…建設改良等に係る取引(4条予算） 

  ※経理を区分することで、当該事業年度の経営成績を正確に把握します。 
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⑶ 公営企業会計予算の仕組みについて(3条予算  4条予算） 

官庁会計では、収入を歳入、支出を歳出とし、それぞれの合算を差引した

上で繰越金を計算しますが、公営企業会計では、収益的収支(３条予算）と

資本的収支(４条予算）を区分することになります。 

 

企業会計予算の仕組み 

収益的収支(3条予算） 予算科目 

収益的収支とは、1年間の営業活

動によって生じる収入と支出のこと

です。 

 

下水道事業で言えば、扱う商品は

「下水の処理（汚水処理、排水）」と

いうことになるので、収益的収入に

は下水道使用料など下水道事業の

運営に伴って生じる収入が、収益的

支出には、処理場の運転経費や下水

管の修理費、下水道使用料の算定に

要する事務費などが計上されてい

ます。 

◇収入 

【営業収益】 

下水道使用料、受託工事収益、他

会計負担金、その他営業収益 

【営業外収益】 

他会計補助金、国庫補助金、長期前

受金戻入、雑収益、特別利益 

◇支出 

【営業費用】 

維持管理費（管渠費）、流域下水

道費、総係費（事業活動費や人件

費など）、減価償却費、資産減耗

費、その他営業費用 

【営業外費用】 

企業債の支払利息、雑支出、特別

損失 

資本的収支(4条予算） 予算科目 

資本的収支とは、施設の整備や拡

充などに関係する収入と支出のこと

です。 

長期間にわたって「汚水処理」を

行うための下水管や下水処理場など

の整備に要する経費で、毎事業年度

の下水道事業の運営に役立っている

ものと言えます。 

◇収入 

企業債、他会計出資金、国庫補助金、

受益者負担金、受益者分担金、その他

負担金、寄付金 

◇支出 

建設改良費、企業債の元本償還金 
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⑷ 公営企業会計における下水道使用料の考え方について 

 

下水道事業会計では、汚水処理費を使用料収入で賄うことが原則とされており、

健全経営を維持するためには、下水道使用料で汚水処理原価をどれだけ賄えている

かを示す指標である経費回収率※１＝100％を目指す必要があります。 

現状（令和７年度末）の本町下水道事業では、汚水処理費405百万円に対し使用

料収入が303百万円で、経費回収率が74.8％となっており、下水道使用料の不足分

102百万円を一般会計繰入金で補填する形となっています。 

 

※１ 下水道使用料で回収すべき「汚水を処理するために要する費用（汚水処理

費）」をどの程度使用料収入で賄えているかを表す指標。汚水処理費をすべ

て使用料収入で賄えている場合は100％以上となり、適正な使用料（独立採算）

が確保されていることになります。 

 

 経費回収率＝（下水道使用料÷汚水処理費）×100 

 

下水道使用料の考え方 

 
 

  

維持管理費
（施設を維持する費用）

・管渠費（維持管理費等）
・流域下水道費
・総係費（人件費等）

【汚水処理費】

資本費
(施設を整備する費用）

・減価償却費
・企業債の支払利息

下水道使用料

一般会計繰入金
による補填

【汚水処理費の財源】
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３ 将来の予測 

⑴ 水洗化人口と有収水量の推移 

令和３～18年度までの水洗化人口の推移と有収水量の推移を表に示します。 

水洗化人口については、減少傾向となる見通しです。また、公共下水道事

業の有収水量も水洗化人口の減少に伴い、減少傾向で推移する見通しとなっ

ています。 

 

水洗化人口の推移 

 

 

 

有収水量の推移 

 

  

25,088人

23,238人

21,500

22,000

22,500

23,000

23,500

24,000

24,500

25,000

25,500

26,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

公共下水道（人）

（年度）

推計実績

2,697千㎥

2,510千㎥

2,400

2,450

2,500

2,550

2,600

2,650

2,700

2,750

2,800

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

（千m3）

（年度）

推計実績
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⑵ 下水道使用料の推移 

令和３～18年度までの下水道使用料の推移を下記の表に示します。 

水洗化人口の減少に伴う有収水量の減少により、使用料収入は減少傾向と

なります。 

下水道使用料収入の推移 

 

⑶ 経常収支比率の推移 

経常収支比率は単年度の収支が黒字であることを示す100％以上が必要と

される指標です（100％を下回る場合は、収支が赤字であることを示しま

す）。本町の令和3～18年度までの経常収支比率の推移を下記の表に示しま

す。 

現状の使用料を据え置いた場合、公共下水道事業の経常収支比率は令和７

年度の101.3％から令和18年度には93.6％へ低下します。経常収支比率が低

下する理由として、人口減少などによる使用料収入の減少が支出の減少幅を

上回る状況が続くためです。 

経常収支比率の推移 

 

  

303百万

282百万

255

265

275

285

295

305

315

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

公共下水道（百万円）

（年度）

推計実績

101.3%

93.6%

85%

90%

95%

100%

105%

110%

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

推計実績
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⑷ 収益的収支の推移 

令和３年度以降の収益的収支の推移を下記の表に示します。現行の使用料

体系を据え置いた場合、有収水量及び水洗化人口の減少に伴い使用料収入が

減少していきます。支出については経常収支比率が低下する理由として述べ

られているとおり、支出が収入を上回る状況が継続するため、令和９年度以

降、損益赤字が継続する見込みです。 

 

収益的収支の推移 

  

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

60

750

800

850

900

950

1,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

損益(百万円)収支(百万円)

損益 収益的収入 収益的支出推計実績
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⑸ 物価高騰の推移 

令和３年度から令和８年度までの物価高騰の状況について一例を紹介します。 

 

 

 
  

21,400 21,700 

23,200 24,700 
26,000 26,600 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

単
価
（円
）

R3 R4 R5 R6 R7 R8
年度

普通作業員単価の推移

単価【円】

14,360 

17,440 
18,200 18,600 

22,240 22,360 

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

単
価
（円
）

R3 R4 R5 R6 R7 R8
年度

硬質塩化ビニル管プレーンエンド直管ＶＵφ200単価の推移

単価【円】

4,210 
4,860 4,660 4,860 5,530 

6,620 

0 

1,000 

2,000 

3,000 

4,000 

5,000 

6,000 

7,000 

単
価
（
円
）

R3 R4 R5 R6 R7 R8
年度

硬質塩化ビニル製ライト蓋φ200（T-2）単価の推移

単価【円】

約1.2倍の上昇 

約1.6倍の上昇 

約1.6倍の上昇 
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⑹ 事業費の推移 

令和３年度以降の公共下水道事業における事業費と、今後10年間の事業費

の内訳を下記の表に示します。令和９年度以降、公共下水道事業は約３億円

/年で推移する計画です。 

事業費の推移 

 

 

令和９～18年度までの事業費 

事業費用名 事業費（千円、税込） 

未普及整備事業に係る費用 319,640 

改築更新事業に係る費用   1,334,416 

耐震化事業に係る費用 330,000 

流域下水道建設負担金 701,216 

その他計画策定に係る費用 244,402 

事業費合計    2,929,674 

 

 ※ 次頁に各年度の事業費計画の内訳を添付します。 

 

  

0

50

100
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R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

事業費(百万円)

推計実績
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（千円）

管渠 マンホール マンホール蓋 合計 機械 電気 合計
R7 2025 127,856 77,564 5,944 32,539 116,047 8,712 20,473 29,185 145,232 0 78,969 89,231 441,288
R8 2026 127,856 77,761 5,944 30,990 114,695 11,616 18,053 29,669 144,364 33,000 93,176 17,424 415,820
R9 2027 31,964 62,796 5,944 30,990 99,730 0 26,426 26,426 126,156 33,000 101,228 24,178 316,526
R10 2028 31,964 96,286 5,944 30,990 133,220 13,455 20,473 33,928 167,148 33,000 71,610 24,596 328,318
R11 2029 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 5,280 14,212 19,492 128,764 33,000 65,258 34,375 293,361
R12 2030 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 5,280 14,212 19,492 128,764 33,000 70,736 16,555 281,019
R13 2031 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 5,280 14,212 19,492 128,764 33,000 65,472 17,204 276,404
R14 2032 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 10,648 14,212 24,860 134,132 33,000 61,050 22,880 283,026
R15 2033 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 8,536 14,212 22,748 132,020 33,000 60,770 24,783 282,537
R16 2034 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 5,280 14,212 19,492 128,764 33,000 59,532 35,299 288,559
R17 2035 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 6,468 14,212 20,680 129,952 33,000 72,780 28,098 295,794
R18 2036 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 6,468 14,212 20,680 129,952 33,000 72,780 16,434 284,130
R19 2037 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 6,468 14,212 20,680 129,952 33,000 72,780 22,110 289,806
R20 2038 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 6,468 14,212 20,680 129,952 33,000 72,780 24,013 291,709
R21 2039 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 6,468 14,212 20,680 129,952 33,000 72,780 34,298 301,994
R22 2040 31,964 20,516 5,556 83,200 109,272 6,468 14,212 20,680 129,952 33,000 72,780 15,543 283,239
R23 2041 31,964 20,516 10,588 83,200 114,304 6,468 14,212 20,680 134,984 33,000 72,780 15,543 288,271
R24 2042 31,964 20,516 10,588 83,200 114,304 6,468 14,212 20,680 134,984 33,000 72,780 21,219 293,947
R25 2043 31,964 20,516 10,588 83,200 114,304 6,468 14,212 20,680 134,984 33,000 72,780 23,122 295,850
R26 2044 31,964 27,376 11,112 83,200 121,688 6,468 14,212 20,680 142,368 72,780 33,693 280,805
R27 2045 31,964 27,376 11,112 83,200 121,688 6,468 14,212 20,680 142,368 72,780 28,252 275,364
R28 2046 31,964 33,714 21,176 83,200 138,090 6,468 14,212 20,680 158,770 72,780 16,588 280,102
R29 2047 31,964 33,714 21,176 83,200 138,090 6,468 14,212 20,680 158,770 72,780 22,264 285,778
R30 2048 31,964 33,714 21,176 83,200 138,090 6,468 14,212 20,680 158,770 72,780 24,167 287,681
R31 2049 31,964 33,714 21,176 83,200 138,090 6,468 14,212 20,680 158,770 72,780 34,452 297,966
R32 2050 31,964 33,714 21,176 83,200 138,090 6,468 14,212 20,680 158,770 72,780 16,104 279,618
R33 2051 31,964 33,714 21,176 83,200 138,090 6,468 14,212 20,680 158,770 72,780 16,104 279,618
R34 2052 31,964 33,714 21,176 83,200 138,090 6,468 14,212 20,680 158,770 72,780 21,780 285,294
R35 2053 31,964 33,714 21,176 83,200 138,090 6,468 14,212 20,680 158,770 72,780 23,683 287,197
R36 2054 31,964 38,614 21,176 83,200 142,990 6,468 14,212 20,680 163,670 72,780 34,243 302,657
R37 2055 31,964 38,614 21,176 83,200 142,990 6,468 14,212 20,680 163,670 72,780 28,703 297,117
R38 2056 31,964 38,614 21,176 83,200 142,990 6,468 14,212 20,680 163,670 72,780 17,039 285,453
R39 2057 31,964 38,614 21,176 83,200 142,990 6,468 14,212 20,680 163,670 72,780 22,715 291,129
R40 2058 31,964 38,614 21,176 83,200 142,990 6,468 14,212 20,680 163,670 72,780 24,618 293,032
R41 2059 31,964 38,614 21,176 83,200 142,990 6,468 14,212 20,680 163,670 72,780 33,363 301,777
R42 2060 31,964 38,614 21,176 83,200 142,990 6,468 14,212 20,680 163,670 72,780 15,543 283,957
R43 2061 31,964 38,614 21,700 83,200 143,514 6,468 14,212 20,680 164,194 72,780 15,543 284,481
R44 2062 31,964 38,614 21,700 83,200 143,514 6,468 14,212 20,680 164,194 72,780 21,219 290,157
R45 2063 31,964 38,614 21,700 83,200 143,514 6,468 14,212 20,680 164,194 72,780 23,122 292,060
R46 2064 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 35,310 309,148
R47 2065 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 28,890 302,728
R48 2066 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 17,226 291,064
R49 2067 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 22,902 296,740
R50 2068 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 24,013 297,851
R51 2069 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 34,298 308,136
R52 2070 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 16,434 290,272
R53 2071 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 16,434 290,272
R54 2072 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 22,110 295,948
R55 2073 31,964 43,514 21,700 83,200 148,414 6,468 14,212 20,680 169,094 72,780 24,167 298,005
R56 2074 31,964 43,514 22,223 83,200 148,937 6,468 14,212 20,680 169,617 72,780 34,727 309,088

年度
①未普及整備 ③耐震化事業

④流域下水道
建設負担金

⑤その他計画 合計改築更新事業
合計

汚水管渠 マンホールポンプ

公共下水道事業の今後の事業費計画（令和７年度～令和56年度）

公共下水道

②改築更新事業（ストックマネジメント）
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４ 下水道使用料の現状と課題について 

 ⑴ 下水道事業の経営原則 

独立採算の原則 受益者負担の原則 雨水公費・汚水私費の原則 

雨水処理費用や不明水処理

費用など独立採算が客観的

に困難である経費を除き、

その事業に伴う収入によっ

てその経費を賄い、自立性

をもって事業を運営してい

く 

特定のサービスを受ける者

に受益に応じた負担を求め

るもの（公費負担の公平性

と公正性を確保するための

仕組み） 

・雨水は自然現象に起因し

その排除による受益が広く

及ぶため公費（税金）負担

する考え 

・汚水は原因者や受益者が

明らかであるため私費（使

用料）負担 
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⑵ 使用料体系の推移 

本町の使用料体系は、基本料金と超過料金により料金を算定する従量使用

料制となっています。 

近年では令和29年７月と令和２年７月に条例改正し、料金を改定していま

す。 

また、水道料金と合わせ、下水道使用料の検針・徴収を２か月毎に実施し

ています。 

 

函南町下水道使用料金表（２ヵ月） 

 

平成29年６月30日まで 

種別 
基本料金 超過料金 

汚水量 金額 汚水量 １m3 につき 

一般用 
20m3 ま

で 
1,600 円 

20m3 を超え 40m3 まで 81 円 

40m3 を超え 60m3 まで 83 円 

60m3 を超えるもの 85 円 

一時使

用 
１m3 につき 85 円 

 

 

平成29年７月１日から 

種別 
基本料金 超過料金 

汚水量 金額 汚水量 １m3 につき 

一般用 
20m3 に

つき 
2,000 円 20m3 を超えるもの 100 円 

一時使

用 
１m3 につき 100 円 

 

 

令和２年７月１日より（現行料金） 

種別 
基本料金 超過料金 

汚水量 金額 汚水量 １m3 につき 

一般用 
20m3 に

つき 
2,100 円 20m3 を超えるもの 105 円 

一時使

用 
１m3 につき 105 円 

 

※ 全て税抜表示です 
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 ⑶ 使用状況について 

  ア 家庭用内訳 

    令和７年度３月請求分 4,600件、159,330㎥、19,992,930円 

 
 

 
 

 

 

 

 

0～20㎥

1,546件

33.6%

21～40㎥

1,435件

31.2%

41～60㎥

1,010件

22.0%

61～80㎥

400件

8.7%

81㎥～

209件

4.5%

段階別調定件数（家庭用）

0～20㎥

21～40㎥

41～60㎥

61～80㎥

81㎥～

0～20㎥

14,517㎥

9.1%

21～40㎥

44,033㎥

27.6%

41～60㎥

49,488㎥

31.1%

61～80㎥

27,336㎥

17.2%

81㎥～

23,956㎥

15.0%

段階使用水量（家庭用）

0～20㎥

21～40㎥

41～60㎥

61～80㎥

81㎥～
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0～20㎥

3,275,520円

16.4%

21～40㎥

5,082,780円

25.4%

41～60㎥

5,712,370円

28.6%

61～80㎥

3,156,130円

15.8%

81㎥～

2,766,130円

13.8%

段階別料金内訳（家庭用）

0～20㎥

21～40㎥

41～60㎥

61～80㎥

81㎥～
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イ 営業用内訳 

令和７年度３月請求分 129件、27,815㎥、3,243,240円 

 
 

 
 

 

 

 

 

0～20㎥

28件

21.6%

21～40㎥

24件

18.6%

41～60㎥

18件

14.0%

61～80㎥

10件

7.8%

81㎥～

49件

38.0%

段階別調定件数（営業用）

0～20㎥

21～40㎥

41～60㎥

61～80㎥

81㎥～

0～20㎥

295㎥

1.1%

21～40㎥

714㎥

2.6%

41～60㎥

894㎥

3.2%

61～80㎥

668㎥

2.4%

81㎥～

25,244㎥

90.7%

段階使用水量（営業用）

0～20㎥

21～40㎥

41～60㎥

61～80㎥

81㎥～
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0～20㎥

64,680円

2.0%

21～40㎥

82,360円

2.5%

41～60㎥

103,170円

3.2%

61～80㎥

77,110円

2.4%

81㎥～

2,915,920円

89.9%

段階別料金合計（営業用）

0～20㎥

21～40㎥

41～60㎥

61～80㎥

81㎥～
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ウ 公共用内訳 

    令和７年度３月請求分、22件、9,570㎥、1,112,310円 

 
 

 
 

 

 

 

 

0～20㎥

5件

22.7%

21～40㎥

0件

0.0%

41～60㎥

2件

9.1%

61～80㎥

3件

13.6%

81㎥～

12件

54.6%

段階別調定件数（公共用）

0～20㎥

21～40㎥

41～60㎥

61～80㎥

81㎥～

0～20㎥

39㎥

0.4%

21～40㎥

0㎥

0.0%

41～60㎥

90㎥

0.9%

61～80㎥

208㎥

2.2%

81㎥～

9,233㎥

96.5%

段階使用水量（公共用）

0～20㎥

21～40㎥

41～60㎥

61～80㎥

81㎥～
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0～20㎥

11,550円

1.0%

21～40㎥

0円

0.0%

41～60㎥

10,390円

0.9%

61～80㎥

24,010円

2.2%

81㎥～

1,066,360円

95.9%

段階別料金合計（公共用）

0～20㎥

21～40㎥

41～60㎥

61～80㎥

81㎥～
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⑷ 使用料の比較について

 
  

※各市町、検針・請求は２か月に１度 （税込）

合計 1㎥相当額 合計 1㎥相当額

1 熱海市 6,274円 313円 16 掛川市 2,596円 129円

2
伊豆市

※Ｒ8　10/1
から

4,252円 212円 17 伊豆の国市 2,590円 129円

3 浜松市 3,322円 166円 18 小山町 2,420円 121円

4 吉田町 3,102円 155円 19 裾野市 2,398円 119円

5 島田市 3,036円 151円 20 清水町 2,310円 115円

6 静岡市 3,028円 151円 21 函南町 2,310円 115円

7 富士市 2,904円 145円 22 御前崎市 2,310円 115円

8 御殿場市 2,830円 141円 23 三島市 2,252円 112円

9 袋井市 2,810円 140円 24 森町 2,200円 110円

10 湖西市 2,764円 138円 25 藤枝市 2,200円 110円

11 焼津市 2,646円 132円 26 南伊豆町 2,200円 110円

12 下田市 2,640円 132円 27 伊東市 1,760円 88円

13 菊川市 2,640円 132円 28 富士宮市 1,694円 84円

14 磐田市 2,602円 130円 29 長泉町 1,540円 77円

15 沼津市 2,600円 130円

※　函南町独自の試算による

№ №市町名
2ヶ月で20㎥使用した場合2ヶ月で20㎥使用した場合

市町名
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⑷ 課題と今後の対応策について 

 

現行の使用料体系を維持する場合、人口減少により使用料収入が減少し、支出を下

回る状況が継続する見込みです。その結果、「経常収支比率」及び「経費回収率」が

ともに100％未満で推移することとなり、使用料収入で賄えない経費については一般

会計からの繰入金に依存せざるを得ない状況となっています。 

さらに、今後も未普及整備事業をはじめ、老朽化および耐震化対策など、毎年３億

円程度の事業費を見込んでおり、これらを確実に行っていくための財源確保が不可欠

です。 

函南町の現行の使用料（20㎥/月）は県内市町と比較しても低い水準となっていま

す。令和９年度以降、100％未満で推移する「経常収支比率」及び「経費回収率」を

向上させ、繰入金への依存を緩和するとともに、必要な事業費を確保して持続可能な

事業運営を行うためには、適正な水準への使用料改定が必要不可欠となります。 

今後、使用料の改定を検討するにあたっては、県内事業体の使用料水準や動向、な

らびに住民生活への影響に十分配慮しながら、適切な改定時期及び使用料設定につい

て精査が必要です。 
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５ 使用料改定について 

令和７年２月策定の函南町下水道事業経営戦略において、今後の経営シミュレーシ

ョンにおける収益的収支のバランスは、純損失（損益赤字）の継続が見込まれ、現状

のままでは事業運営の継続が困難となる試算結果となりました。また、経常収支比率

は100％を下回り、経費回収率についても横ばい（74.8％）で推移し、必要な経費を

使用料で賄えない状況が長期化する懸念があります。 

したがって、今後も持続可能な公営企業経営を持続するためには、使用料改定の検

討が不可欠であると考えます。経営戦略では、経営シミュレーションの結果を踏まえ、

財政収支の均衡を図るべく、令和９年度より５年ごとに使用料改定を行うこととして

います。 

経営戦略ではこのように記載していますが、本審議会においては、令和６年度経営

戦略の結果全てに拘らず、柔軟に様々な意見をいただいたうえで料金改定の検討を進

めていただきたいと考えています。 

 

⑴ 使用料改定方針案 

 

財政収支の均衡を図るための財政健全化目標及び使用料改定方針案を以下に示しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「使用料算定期間」とは、下水道使用料の算定のために使用料対象経費を算定

する期間であり、期間ごとの適切な時期に見直しを行うことを意味します。 

※「収益的収支」とは、日々の事業を運営するための取引のことで、収入には下

水道使用料などが、支出には人件費や動力費（処理場及びポンプ場を運転する

のに必要な電気代や燃料費）などの維持管理費となります。 

※「経常収支比率」とは、当該年度において、料金収入や一般会計からの繰入金等

の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えているかを表す指標で

す。当該指標は、単年度の収支が黒字であることを示す100％以上となっているこ

とが必要です。 

※「経費回収率」とは、使用料で回収すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを

表した指標であり、使用料水準等を評価することが可能です。下水道使用料を汚水

処理費（公費負担分を除く）で除すことで算出します。算出した数値は、使用料で

回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す100％以上であることが必要

です。数値が100％を下回っている場合、汚水処理に係る費用が使用料以外の収入

により賄われていることを意味するため、適正な使用料収入の確保及び汚水処理

費の削減が必要です。  

「料金改定方針」 

 

◇使用料算定期間は、使用料の安定性、期間的負担の公平、原価把握の妥当性な

どの要素を考慮し、３～５年を基準に設定する。 

◇計画期間内は、経常収支比率100％を目指し、経費回収率については段階的な

使用料の改定において将来的に100％を目指す。 
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⑵ 新料金体系の方針について 

 

本改定における公共下水道事業の基本料金及び超過料金の体系については、

基本的に現行を維持することといたします。 

特に超過料金については、前々回の使用料改定において「多量使用世帯（子

育て世帯及び高齢者を抱える世帯）への配慮」を目的として、従量累進制を廃

止し単一料金へと見直した経緯を鑑み、本改定においても引き続き現行の単一

料金を維持する方針とします。 

 

新料金体系方針 

区分 現行方針 改定方針 

基本料金 単一単価（20m3まで） 現行維持 

超過料金 
単一単価（20m3を超える

１m3ごと） 

  〃 

一時使用 単一単価（１m3ごと）   〃 
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６ 使用料を適切な時期や水準で改定しなかった場合 

 

 １．使用料収入の減少が続き、収支不足が拡大する 

  収益的収支（損益計算書ベース）で赤字が慢性化する。人件費や維持管理費、電

気代などのランニングコストを賄えず、減価償却費を充当できない状態になると、将

来の施設更新の財源が失われる。 

 

 ２．一般会計からの繰入金への依存が高まる。 

  一般会計からの繰入金が増えると、教育・福祉・道路など他分野の予算を圧迫す

る。また、受益者負担の原則から外れ、住民間の負担の公平性が損なわれる。 

※ 函南町は一般会計予算も非常に厳しい状況であり、これ以上の繰入金の拠出は難

しい状況です。 

 

 ３．資金不足による事業の停滞が発生する。 

  資本的収支（未普及工事、更新・改築工事の財源）が不足し、未普及工事の先送

りや老朽化施設の更新が遅れる。国庫補助金や企業債を受けても、自己負担分が用意

できず工事を先送りする状態となってしまう。 

 

 

 ４．下水道施設の更新・修繕に必要な財源が不足する。 

  下水道管路やマンホールポンプ場の更新が後回しになり、突発的な故障や事故の

リスクが増大する。 

 

 ５．将来的に、より大幅な料金改定が必要になる。 

  今回、改定を先送りしても、経営上の問題そのものがなくなるわけではない。む

しろ収支悪化を放置すると、後になって一度に更に大きな料金改定を行う必要が生じ

る。今の利用者が負担すべきコストを将来世代が背負う形になってしまう。 
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７　料金改定せず現行料金を継続した場合のシミュレーション
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８ 令和８年度 下水道事業審議会スケジュール(案) 

◇第１回 令和８年９月４日 

 委嘱状の交付 

 委員の紹介 

 諮問書の交付 

 下水道事業の概要について 

 公営企業会計の仕組みについて 

 

◇第２回 令和８年10月中旬 

 下水道使用料改定方針案について 

 投資・財政計画シミュレーション表について 

 

◇第３回 令和８年11月下旬 

 現行料金と新料金案との増加比較について 

 使用料改定パターンごとの料金表比較について 

 

◇第４回 令和９年２月中旬 

 住民説明会の実施報告 

 使用料改定案の決定について 

 

◇第５回 令和９年３月上旬 

 答申書の内容について 

 

 

 

◇その他  令和９年１月上旬 

 住民説明会の実施（複数回を予定） 

 

 

※ 審議の進捗により、回数の増減、実施時期は変更になる場合があります。 
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